
自らを省みる
土地家屋調査士

1．土地家屋調査士の登録
2．懲戒処分

第4 章



　土地家屋調査士法（以下、この項では、単に「法」という。）第 4条により、土地家屋調査士試験に合格す
る等、資格を得た者であっても、それだけで土地家屋調査士となり、法第 3条に定める業務を行うことがで
きるわけではない。事務所を設けようとする地を管轄する法務局又は地方法務局の管轄区域内に設立された土
地家屋調査士会を経由して、日本土地家屋調査士会連合会に登録の申請をし、土地家屋調査士名簿へ氏名、生
年月日、事務所の所在地、所属する土地家屋調査士会その他法務省令で定める事項の登録を受け、かつ、その
土地家屋調査士会に入会することによって、前述の業務を行うことができる。
　土地家屋調査士名簿の登録事務は、昭和 60年、土地家屋調査士法の改正により、法務局又は地方法務局の
長から日本土地家屋調査士会連合会に移譲されている。

土地家屋調査士法【抜粋】
（資　格）
第 4条　次の各号のいずれかに該当する者は、調査士となる資格を有する。
　（1）土地家屋調査士試験に合格した者
　（2）�法務局又は地方法務局において不動産の表示に関する登記の事務に従事した期間が通算して

10年以上になる者であつて、法務大臣が前条第 1項第 1号から第 6号までに規定する業務
を行うのに必要な知識及び技能を有すると認めたもの

（欠格事由）
第 5条　次に掲げる者は、調査士となる資格を有しない。
　（1）�禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつてから 3年

を経過しない者
　（2）�未成年者、成年被後見人又は被保佐人
　（3）�破産者で復権を得ないもの
　（4）�公務員であつて懲戒免職の処分を受け、その処分の日から 3年を経過しない者
　（5）�第 42条の規定により業務の禁止の処分を受け、その処分の日から 3年を経過しない者
　（6）�測量法（昭和 24年法律第 188号）第 52条第 2号の規定により、登録の抹消の処分を受

け、その処分の日から 3年を経過しない者
　（7）�建築士法（昭和 25年法律第 202号）第 10条の規定により免許の取消しの処分を受け、そ

の処分の日から 3年を経過しない者
　（8）�司法書士法（昭和 25年法律第 197号）第 47条の規定により業務の禁止の処分を受け、そ

の処分の日から 3年を経過しない者
（土地家屋調査士名簿の登録）
第 �8 条　調査士となる資格を有する者が調査士となるには、日本土地家屋調査士会連合会（以下
「調査士会連合会」という。）に備える土地家屋調査士名簿に、氏名、生年月日、事務所の所在地、
所属する土地家屋調査士会その他法務省令で定める事項の登録を受けなければならない。
 2� 　土地家屋調査士名簿の登録は、調査士会連合会が行う。
（登録の申請）
第 �9 条　前条第 1項の登録を受けようとする者は、その事務所を設けようとする地を管轄する法務
局又は地方法務局の管轄区域内に設立された調査士会を経由して、調査士会連合会に登録申請書を
提出しなければならない。
 2� 　前項の登録申請書には、前条第 1項の規定により登録を受けるべき事項その他法務省令で定め
る事項を記載し、調査士となる資格を有することを証する書類を添付しなければならない。

土地家屋調査士の登録1
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◉土地家屋調査士の登録事務の流れ

行政不服法による審査請求

申請者（土地家屋調査士会）に通知

登録拒否

登録審査会の議決

拒否予告通知【弁明の機会】

登録拒否事由が
ある場合

申請者（土地家屋調査士会、
法務局又は地方法務局）
に通知、官報公告

登　　録

登録拒否事由が
ない場合

日本土地家屋調査士会連合会
による調査

土地家屋調査士会による調査

登録申請者による土地家屋調査士会への
登録申請書の提出

土地家屋調査士会長の意見を付して、
日本土地家屋調査士会連合会に

申請書を送付

法第 10条第 1項第 2号、
第 3号の事由により登録拒
否しようとするとき

土地家屋調査士となる資格を
有しない又は法第 10条第 1
項第 1号に該当するとき
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　専門資格者に対する国民からの信頼が強く求められる今日の社会において、土地家屋調査士としての倫理に
基づく行動やコンプライアンスがより一層求められるところである。
　土地家屋調査士法第 42条及び第 43条に基づき、法務局長が懲戒処分をなすことに加え、土地家屋調査士
法第 56条に基づき、土地家屋調査士会が注意、勧告をすることができる。
　全国の土地家屋調査士会においては、綱紀委員会等が設置されているところも多くあり、日本土地家屋調査
士会連合会においても土地家屋調査士法第 42条及び同第 43条に基づく懲戒処分及び法務局長が監督措置と
して行う厳重注意処分・注意処分に関する資料を収集し、「土地家屋調査士懲戒処分事例集」として取りまと
めるほか、懲戒処分の情報についても平成 26年 7月 1日からホームページにて公開しているところである。

土地家屋調査士法【抜粋】
（調査士に対する懲戒）
第 �42 条　調査士がこの法律又はこの法律に基づく命令に違反したときは、その事務所の所在地を管
轄する法務局又は地方法務局の長は、当該調査士に対し、次に掲げる処分をすることができる。
一　戒告
二　二年以内の業務の停止
三　業務の禁止

（調査士法人に対する懲戒）
第 �43 条　調査士法人がこの法律又はこの法律に基づく命令に違反したときは、その主たる事務所の
所在地を管轄する法務局又は地方法務局の長は、当該調査士法人に対し、次に掲げる処分をするこ
とができる。
一　戒告
二　二年以内の業務の全部又は一部の停止
三　解散
 2� 　調査士法人がこの法律又はこの法律に基づく命令に違反したときは、その従たる事務所の所在地
を管轄する法務局又は地方法務局の長（前項に規定するものを除く。）は、当該調査士法人に対
し、次に掲げる処分をすることができる。ただし、当該違反が当該従たる事務所に関するものであ
るときに限る。
一　戒告
二�　当該法務局又は地方法務局の管轄区域内にある当該調査士法人の事務所についての二年以内の業
務の全部又は一部の停止

（注意勧告）
第 �56 条　調査士会は、所属の会員がこの法律又はこの法律に基づく命令に違反するおそれがあると
認めるときは、会則の定めるところにより、当該会員に対して、注意を促し、又は必要な措置を講
ずべきことを勧告することができる。

懲戒処分2
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土地家屋調査士等に対する懲戒処分に関する訓令について

　土地家屋調査士法第 42 条及び第 43 条の規定に基づく懲戒処分に関し、同法施行規則第 40 条第 3
項の規定により調査の委嘱を受けたときは、その調査の適正かつ迅速な対応についてのお願いをして
いるところでありますが（本年 3月 30 日付け日調連発第 944 号）、この度、法務大臣から別添の訓令
（平成 19 年 5 月 17 日付け法務省民二訓第 1082 号：「土地家屋調査士等に対する懲戒処分に関する訓
令」）が発せられましたので、参考のため送付します。

（ ）平成 19 年 5 月 21 日日調連発第 52 号各土地家屋調査士
会長、各役員あて日本土地家屋調査士会連合会長通知

　土地家屋調査士法（昭和 25 年法律第 228 号）第 42 条又は第 43 条の規定に基づく土地家屋調査士
又は土地家屋調査士法人に対する懲戒処分に関する訓令を次のとおり定める。

土地家屋調査士等に対する懲戒処分に関する訓令

　（目的）
第 1条　この訓令は、土地家屋調査士法第 42 条又は第 43 条の規定に基づき土地家屋調査士又は土地
家屋調査士法人（以下「土地家屋調査士等」という。）に対する懲戒処分を行う場合の基準及び同
法第 46 条の規定による公告をする場合における懲戒処分の公表に関し、必要な事項を定めること
を目的とする。
　（懲戒処分の公正かつ適正な実施）
第 2条　法務局又は地方法務局の長は、この訓令の定めるところにより、土地家屋調査士等の懲戒処
分を公正かつ適正に行わなければならない。
　（懲戒処分の基準）
第 3条　土地家屋調査士等が行った行為が別表の違反行為の欄に掲げるものに該当するときは、同表
の懲戒処分の量定の欄に掲げる処分を標準として、懲戒処分を行うものとする。ただし、土地家屋
調査士法人に対して懲戒処分をする場合には、次のとおりとする。
一　主たる事務所の所在地を管轄する法務局又は地方法務局の長が懲戒処分を行う場合において
は、別表の懲戒処分の量定の欄中「2年以内の業務の停止」とあるのは「2年以内の業務の全部
又は一部の停止」と、「業務の禁止」とあるのは「解散」と読み替えるものとする。
二　従たる事務所の所在地を管轄する法務局又は地方法務局の長が懲戒処分を行う場合において
は、別表の懲戒処分の量定の欄中「2年以内の業務の停止」又は「業務の禁止」とあるのは「当
該法務局又は地方法務局の管轄区域内にある当該従たる事務所についての 2年以内の業務の全部
又は一部の停止」と読み替えるものとする。

　（情状等による加重及び軽減等）
第 4条　前条の規定により懲戒処分を行う場合において、土地家屋調査士等が行った行為の態様が極
めて悪質であること、その行為の件数が多数であること等の相当の事由があるときは、同条の規定
において行うものとされる懲戒処分より重い懲戒処分を行うことができる。

（ ）平成 19 年 5 月 17 日法務省民二訓第 1082
号法務局長地方法務局長あて法務大臣訓令
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2 　前条の規定により懲戒処分を行う場合において、土地家屋調査士等に特段の情状が認められると
きは、同条の規定において行うものとされる懲戒処分より軽い懲戒処分を行うことができる。
3　土地家屋調査士等が行った行為が別表の違反行為の欄に掲げるものに該当する場合において、当
該違反行為の態様その他すべての事情を勘案し懲戒処分を行わないことが相当であると認められる
とき（原則として同表の懲戒処分の量定の欄に掲げる処分に戒告が含まれているときに限る。）
は、懲戒処分を行わないことができる。
　（別表に掲げられていない違反行為の量定）
第 5条　土地家屋調査士等が行った行為が土地家屋調査士法又は同法に基づく命令に違反する場合で
あって、別表の違反行為の欄に掲げるもののいずれにも該当しないときは、同欄に掲げる違反行為
のうち当該行為に類似するものに準じて当該行為に対する懲戒処分を行うものとする。
　（公表）
第 6条　法務局又は地方法務局の長は、土地家屋調査士法第 46 条の規定に基づく公告をする場合に
は、土地家屋調査士等の個々の懲戒処分について、懲戒処分を受けた者の氏名又は名称、所属する
土地家屋調査士会の名称、登録番号、事務所の所在地並びに処分の年月日、処分の量定及び処分の
対象となった違反行為を公表するものとする。
　　附　則
　この訓令は、平成 19 年 7 月 1 日から施行する。　

違反行為 懲戒処分の量定

公文書偽造又は私文書偽造 刑法（明治 40年法律第 45号）第 155条又は第 159条の規定に該
当するもの

2年以内の業務の停止
又は

業務の禁止

名義貸し又は他人による業務の
取扱い 自己の名義において、他人に業務を行わせたもの

職務上請求用紙の不正使用等
戸籍謄本等職務上請求用紙を目的以外に不正に使用したもの及び戸籍
謄本等職務上請求用紙を用いて取得した戸籍謄本等を目的以外に不正
に使用したもの

業務停止期間中の業務行為 業務停止期間中に業務を行ったもの

報酬の不正受領 受託した事件を正当な事由なく履行せず報酬を受領するなど報酬を不
正に受領したもの

登記申請意思確認義務違反又は
本人確認義務違反 登記申請人の申請意思確認又は本人確認を怠ったもの

現地確認義務違反又は筆界確認
義務違反

不動産の表示に関する登記の申請をする場合において、現地確認又は
筆界確認を怠ったもの

戒告
又は

2年以内の業務の停止

不当誘致行為 不当な手段を用いて業務の誘致を行ったもの

補助者の監督責任又は未登録補
助者の使用

補助者の監督責任を問われたもの又は業務を行うに当たり未登録の補
助者を使用したもの

受託事件の放置 受託した事件を正当な事由なく履行しないもの

受任拒否 正当な事由なく依頼された事件の受託を拒否したもの（簡裁訴訟代理
等関係業務及び民間紛争解決手続代理関係業務に関するものを除く。） 戒告

会則違反 土地家屋調査士会の会則に違反したもの

業務外行為 業務外の違反行為で刑事罰の対象となる行為に該当するもの 戒告、2年以内の業務の停止
又は業務の禁止

◉別表（第 3条、第 4条、第 5条関係）
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計
262

戒告
75

1 か月未満
35 3 か月未満

～1か月
71

28
6 か月未満～3か月14
1 年未満～6か月26

1 年以上

業務禁止
13

（単位：件）

業務停止

◉懲戒事由の内訳（平成20年度〜23年度）

◉懲戒処分の種類の内訳と件数（平成17年度〜26年度）

●❻
 7.1%
●❺
12.2%

●❹
12.2%

●❷
21.4%

●❸
14.3%

●❶
22.4%

●❼
●❽ ●❾●10

●11
●12
●13

違反行為 割合

●❶�現地確認義務違反又は筆界確認義務違反 22.4％

●❷�登記申請意思確認義務違反又は本人確認義務違反 21.4％

●❸�名義貸し又は他人による業務の取扱い 14.3％

●❹会則違反 12.2％

●❺業務外行為 12.2％

●❻不当誘致行為   7.1％

●❼�職務上請求用紙の不正使用等 3.1％

●❽�補助者の監督責任又は未登録補助者の使用 3.1％

●❾�公文書偽造又は私文書偽造 2.0％

●��業務停止期間中の業務行為 1.0％

●�受託事件の放置 1.0％

●�報酬の不正受領 0.0％

●�受任拒否 0.0％

　平成 20年度から平成 23年度の懲戒事由の内訳は以下のとおりである。近年、❷登記申請意思確認義務違
反、本人確認義務違反による懲戒処分が増加している。

　平成 17年度から平成 26年度の懲戒処分の種類の内訳は以下のとおりである。
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